
野洲市

財政健全化法に基づく健全化判断比率の状況（令和３年度決算）

適用される基準

－

２　連結実質赤字比率 17.88% 30.00%

財政再生
基準

１　実質赤字比率 12.88% 20.00%

３　実質公債費比率 25.0% 35.0%

早期健全化
基準

４　将来負担比率 350.0%

財政健全化法の趣旨

早期健全化基準 ・ 財政再生基準

【早期健全化団体】
・財政健全化計画の策定
・外部監査の要求 等

【財政再生団体】
・財政再生計画の策定（国の同意必要）
・地方債の制限 等

基準をひとつでも
超えると適用

計画策定の義務付けは
平成20年度決算から適用

従来の財政再建制度の課題

◆再建団体の基準しかなく、

早期是正機能がない
◆普通会計を中心にした収支の

指標のみで、 ストック（負債
等）の財政状況に課題があっ

ても対象とならない 等

フロー指標だけではなくストック指標にも配慮
した財政状況の判断指標を導入するとともに、
黄信号としての早期健全化基準と、赤信号と
しての再生基準を規定することで、財政悪化
を可能な限り早い段階で把握し、財政状態の
改善に着手させる

野洲市における健全化判断比率（令和３年度決算）

１ 実質赤字比率

－
２ 連結実質赤字比率

－

４ 将来負担比率

50.5％
３ 実質公債費比率

8.3%

一般会計等の実質収支額

（実質黒字のため比率なし）

全会計の実質収支額
・資金不足（剰余）額合計

（実質黒字のため比率なし）

将来負担額 A

充当可能財源 B

控除後の標準財政規模 C

将来負担比率 （A－B）／C

25,751,491千円

充当可能特定歳入 182,693千円

基準財政需要額
算入見込額

21,389,721千円

充当可能基金 4,179,077千円

11,785,220千円

50.5％

1,981,893千円

630,201千円

27,937,123千円地方債現在高

債務負担行為支出予定額

連結実質赤字額

設立法人負債負担見込額

公営企業債等繰入見込額

143,287千円

該当なし

484,666千円

組合等負担見込額

退職手当負担見込額

537,231千円

31,714,401千円

5,916,621千円

951,158千円

（単位：％）

令和３年度 8.96

令和元年度 8.03

令和２年度 8.09

３か年平均 8.3%

令和２年度健全化判断比率

３　実質公債費比率 8.5%

４　将来負担比率 66.3%

１　実質赤字比率 －

２　連結実質赤字比率 －

（参考）健全化判断比率（令和２年度決算）
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標準財政規模
連結実質赤字比率＝

連結実質赤字額
＝ 比率なし

実質赤字比率＝
一般会計等の実質赤字額

＝ 比率なし
標準財政規模

１ 実質赤字比率 【一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率】

（実質黒字のため）

一般会計等の実質赤字額

標準財政規模

13,699,551千円

※ 合計が正の場合は実質黒字

２ 連結実質赤字比率 【全会計を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率】

（実質黒字のため）

連結実質赤字額

※ 合計が正の場合は実質黒字

元利償還金等に係る交付税算入
額控除後の標準財政規模

元利償還金等に係る
交付税算入額

1,914,331千円

元利償還分に係る交付税算入分を
控除することで標準財政規模を補正

控除

11,785,220千円

（単位：千円）

実質収支額

一般会計 947,153

合計 951,158

墓地公園特別会計 2,875

基幹水利特別会計 1,130

土地取得特別会計 0

工業団地特別会計 0

合計 5,916,621

介護特別会計 347,899

水道会計 714,734

病院会計 2,836,269

下水道会計 952,169

一般会計等 951,158

国保特別会計 97,429

後期高齢特別会計 16,963

（単位：千円）

実質収支額

各比率の分母となる標準財政規模 【標準的に収入しうる経常一般財源の額】

１ 実質赤字比率
２ 連結実質赤字比率

の算定に使用

３ 実質公債費比率
４ 将来負担比率

の算定に使用

標準税収入額等 10,019,604

普通交付税 2,422,489

臨財債発行可能額 1,257,458

（対象会計は一般会計等）

（対象会計は全会計）

水道会計・下水道会計・病院会計・工業団地会計について、各会計とも資金不足比率は、
各公営企業会計における資金の不足額が生じなかったため比率はありません。

※ 公営企業会計における資金不足比率
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実質公債費比率＝

元利償還金＋準元利償還金－特定財源
－元利償還金等に係る交付税算入額

＝ 8.3%
標準財政規模

－元利償還金等に係る交付税算入額

３ 実質公債費比率

（３ヶ年平均）（対象会計は全会計・

一部事務組合）
（３か年平均）

令和３年度

元利償還金・準元利償還金

（単位：千円）

計 3,015,028

その他 190,572

一部事務組合分

元利償還金 2,371,994

67,513
準
元
利

償
還
金

公営企業分 384,949

特定財源

・市営住宅使用料は、公営住宅建設債
の償還に充当するもの。

元利償還金等に係る
交付税算入額

1,914,331千円

３か年平均

３か年平均

実質公債費比率

（単年度）

（単位：％）

令和３年度 8.96

令和元年度 8.03

令和２年度 8.09

【一般会計等が負担する元利償還金および準元利償還金の
標準財政規模に対する比率】

8.3%

（単位：千円）

計 43,907

その他 0

0

国県利子補給金 0

市営住宅使用料 43,907

転貸債元利償還金

（単位：千円）

13,699,551 1,914,331令和３年度 2,371,994 643,034 43,907

令和２年度 2,464,660 419,400 43,065 12,942,154 1,951,002

元利償還金 準元利償還金 特定財源 標準財政規模
元利償還金等に係る

交付税算入額

令和元年度 2,604,492 351,935 144,798 12,109,955 1,999,073

標準財政規模

13,699,551千円

単年度比率 8.96％
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将来負担比率＝

将来負担額－充当可能財源等

＝ 50.5％
標準財政規模

－元利償還金等に係る交付税算入額

将来負担額

(ｱ) 地方債の現在高

27,937,123千円

満期一括償還地方債を含めた実額

ベースの普通会計における地方債

の現在高

（ｲ） 債務負担行為に基
づく支出予定額

630,201千円

(ｳ) 公営企業債等繰入見込額

一般会計等から公営事業会計への繰出金のうち公営事業

会計の元金償還に充てたとみなされる額の割合を地方債

残高に乗じた額

（単位：千円）

野洲小・野洲幼PFI（整備） 144,732

余熱利用施設整備運営事業 485,469

1,981,893千円
（単位：千円）

工業団地会計 0

水道会計 19,060

下水道会計 1,005,424

病院会計 957,409

将来負担額

計 1,981,893

(ｴ) 組合等負担等見込額

537,231千円

（単位：千円）

守山野洲行政事務組合 158,956 61,071 ( 38.4％)

計 2,950,643 537,231 ( 18.2％)

地方債残高 将来負担額・割合

湖南広域行政組合 2,791,687 476,160 ( 17.1％)

野洲市が加入する組合が起こした地

方債の元金償還に充てられた額の

割合を地方債残高に乗じた額

(ｵ) 退職手当負担見込額

484,666千円

2人分

一般職　 505人分

特別職　

(ｶ) 連結実質赤字額

該当なし

２ 連結実質赤字額参照

実質収支額・資金不足(剰余)額の合

計額は正のため赤字はゼロ

31,714,401千円

４ 将来負担比率 【一般会計等において将来負担すべき
実質的な負債の標準財政規模に対する比率】

（対象会計は全会計・
一部事務組合・公社・３セク）

一般会計退職引当相当分
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(ｷ) 設立法人等の負債額等負担見込額

（単位：千円）

計

滋賀県土地開発公社 0

0

土
地
開
発
公
社
分

第
三
セ
ク
タ
ー
等
分

（単位：千円）

計 143,287

野洲慈恵会 143,287

143,287千円

充当可能財源等 25,751,491千円

(1) 充当可能基金

（単位：千円）

墓地公園整備基金

まちづくり基金 624,950

財政調整基金 1,572,993

減債基金

公共施設等整備基金

796,303その他基金

216,387

370,187

598,257

4,179,077千円

(2) 基準財政需要額

算入見込額

21,389,721千円

(3) 充当可能特定歳入

市
営
住
宅
使
用
料

国
庫
支
出
金
等 過去３か年の公営住宅建設債

元金償還金に充当した市営住

宅使用料の平均充当率を地方

債残高に乗じた額

全会計地方債残高

平均算入見込率

39,754,889千円

53.8％

平均充当率
（３か年平均）

41.5％

充当見込額 182,693

公営住宅建設債残高 440,224用地事務委託金 0

平均充当率
（３か年平均）

100.0％

充当見込額 0

182,693千円

将来負担比率の分母
（標準財政規模－元利償還金等に係る交付税算入額）

元利償還金等に係る
交付税算入額

1,914,331千円

標準財政規模

13,699,551千円

転
貸
債
に
係
る
償
還
金

0

貸付残高 0

償還見込額 0

住宅資金貸付金債残高
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